
参考資料１

給水人口 約 266万人

給水世帯数 約 150万世帯

給水面積 約 222㎢

年間給水量 約 4億4400万㎥

年間有収水量 約 3億9400万㎥ （有収率：88.7%）

１日最大給水量 約 137万㎥/日 （最大稼働率：56%）

１日平均給水量 約 122万㎥/日 （施設利用率：50%）

浄水施設（施設能力） 柴島浄水場 （118万㎥/日）
庭窪浄水場 （ 80万㎥/日）
豊野浄水場 （ 45万㎥/日）

合計 （243万㎥/日）

給水収益 約 640億円

予算総額 約 1,034億円 ※平成23年度予算案

導・送・配水管延長 約 5,200㎞

職員数 1,800人 ※工業用水道(36人)を除く

大阪市水道事業について

■ 事業概要
（平成２２年度実績）



環境に配慮した
取り組みの推進

■ 大阪市の組織統合に対する考え方

○ 府域一水道の核となる企業団と大阪市水道局が統合し、取水から給水までのトータルシス

テムを有することは、府域水道が抱える広範な課題の解決に効果的である。

○ また、今回の組織統合は、企業団（用水供給事業）と水道事業との垂直統合の先行事例と

なるため、今後の府域一水道の早期実現に寄与できる。

※ 大阪府水道整備基本構想(案)より抜粋
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組織統合にあたっては、大阪市水道局全体を大阪広域水道企業団へ統合する。



■ トータルシステムのメリットについて
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• 大規模な自然災害に強い体制の構築
水道局では、東日本大震災にて、トータルシステムのノウハウ・技

術を活かし、総合的な支援（応急給水から復興支援まで）を実施。

大阪が被災した場合でも効果的な災害対応が可能。

• 事故時における迅速かつ的確な対応
水源水質事故や漏水事故などにおいて、トータルシステムでの迅

速かつ的確な対応が可能。

総 合 的 な

危機管理対応

• 水道事業のトータルシステムでの海外展開
水道事業の海外展開には、トータルシステムの水道技術を活かし

た売り込みが必須条件。

技 術 力 を

活 か し た

海 外 展 開

• トータルシステムでの管理体制構築による

一元的な運用
・お客さまの使用水量に合わせた効率的な浄・配水コントロール

・料金収入に見合った浄水施設・管路耐震化の事業計画策定

・お客さまのニーズにあった一元的な品質管理

一 元 的 な

水道システムの

運 用
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※ 浄水部門のみを組織統合した場合は、トータルシステムの分断につながり、

「府域全体として最も効率的・効果的となる技術基盤及び経営基盤の確立」

を追求する府域一水道の早期実現が困難となる。



■ トータルシステムのメリットの活用
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水需要に応じた効率的かつ弾力的な
浄配水場運用を実現

異常時に浄水場間や配水場間の
水融通を行い、即応性の向上

異常
事象

大阪市では、「効率的・効果的となる技術基盤・経営基盤の確立」を図るため、

トータルシステムでの一元的な管理体制の構築を進め、平常時・非常時における対応の

効率化・迅速化を図っている。
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■ 組織統合後の取り組み例

送水ポンプ場

Ｘ浄水場

A配水場

B配水場

配水場

Z浄水場

送水ポンプ場

Ｘ浄水場

配水場

老朽化

現状と課題現状と課題

コスト縮減 … 施設の統廃合による設備費・維持管理費の縮減
安定給水 … 送配水ネットワーク再編による、基幹管路ループ化・二重化
省エネルギー … 地形条件に沿った施設の再配置による省エネルギー

メ
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老朽化

老朽化

老朽化

取り組み

Ｙ浄水場

老朽化

Z浄水場Ｙ浄水場

送配水ネットワーク再編
による浄水場能力適正化
（ダウンサイジング）

連絡管設置

連絡管設置

C配水場

配水場の再配置

① 浄水場等の施設の最適規模・最適配置

給水区域 給水区域

水需要の減少



② 共通のアセットマネジメント手法の導入

維持管理作業の効率化

アセットマネジメント手法やノウハウを
府域全体で共有化するため、共通マニュアルを整備
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漏水事故時・更新工事時
○管体調査

（腐食深さ調査・強度試験）
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（腐食性試験）
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補
修

記
録
票

施設ごと

管路

記
録
票

アセットマネジメント手法の一例

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
府
域
全
体
で
共
有
化
す
る
こ
と

に
よ
り
、
多
く
の
デ
ー
タ
を
蓄
積

取
り
組
み

メ
リ
ッ
ト

取り組み メリット

施設ごと

更
新
基
準
の
設
定

広域的に共通のアセットマネジメント手法を導入。

⇒ 施設情報のデータベースや維持管理作業のノウハウの共有化に取り組む。



フェーズ１ ： 緊急資機材の相互融通

平常時の漏水事故や地震等の災害時において、管材料や応急給水車の

相互融通を実施

○ 危機時において、事業体間のスムーズな協力体制の構築

○ 各事業体における危機管理用資機材の充実

メ
リ
ッ
ト

フェーズ２ ： 市町村の枠組みを超えた緊急資機材の再配置

【イメージ図】

○府域のコアとなる材料管理倉庫を設定し、企業団及び市町村の材料

管理倉庫を集約化

○漏水事故等の緊急時に使用可能なサテライト材料管理倉庫を分散配置

取
り
組
み

○集約化による、管理コスト削減・材料購入コスト縮減

○サテライトの分散配置による、迅速な非常時対応

メ
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ッ
ト

サテライト

材料倉庫
（コア）

現状：個別管理

○ 緊急資機材の共同備蓄・共同管理の例

フェーズ１：相互融通

材料倉庫
（コア）

フェーズ２：再配置

各市町村で取り組んでいる危機管理対策を、より広域的に発展・強化する。

⇒ 市町村の枠組みを超えた危機管理マニュアルの共同作成や合同訓練・研修、

緊急資機材の共同備蓄・共同管理に取り組む。

③ 危機管理対策の広域的実施

取
り
組
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浄水施設棟

調査研究棟

機械電気棟

配水施設棟

セミナー棟

給水施設棟
倉庫 淀

川

業務の共同化による技術者の交流・共有
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水道技術に係る研修の共同実施
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職員年齢構成・職歴等のバランスのとれた

体制でのOJTによる人材育成の実施が可能

府域水道の実施設（水質検査施設等）や大阪市

の体験型研修センターを活用した技術研修の共

同実施等により、研修制度の充実が可能

体験型研修センターのイメージ

○ 府域水道の技術者は、20歳代が極めて少なく、非常に歪な職員年齢構成

○ ベテラン職員の大量退職等によって技術継承が困難

将来を担う水道技術者を早急かつ計画的に育成するため、

業務の共同化による技術者の共有や研修の共同実施に取り組む。

体験型研修センターでの研修実施風景

④ 共同化による効果的な技術継承



「全体を統合する場合」に係る不安材料 

 

 
1．大阪市の有収率（H21年度ベース） → 水漏れの多い老朽化した管路が多数存在するとの印象あり 
  

 有 収 率 備  考 

大 阪 市 ８８．８％ 府内ワースト３位 

交 野 市 ９８．２％ 府内１位 

府内計（大阪市を除く） ９４．１％  

府内総計（大阪市を含む） ９２．１％  

              【出典：「平成21年度 大阪府の水道の現況」（大阪府健康医療部環境衛生課発行）】 

 

     ○ 大阪府水道部の有収率（H21年度ベース） ： ９９．７％ 

 

2．大阪市の職員数（H22年度ベース） → 余剰人員が多く存在するとの印象あり 
 

 給水人口 （参考）昼間人口※ 職員数 職員一人当たりの給水人口 

大 阪 市 ２６６万人 ３５８万人 １，８００人 １，４８１人 

企業団＋42市町村 ６１８万人 ５６６万人 ２，６５８人 ２，３２６人 

東 京 都 １，２８４万人 １，４９８万人 ３，７１７人 ３，４５４人 

名古屋市  ２３８万人 ２５２万人 １，３４９人 １，７７１人 

         ※昼間人口は平成17年度国勢調査数値 



大阪市における管路整備について

管路整備の推移

・計画期間： 平成１９年度～平成２８年度
・事 業 費： １，１５５億円
・事 業 量： ６６８km
・事業内容： ・経年管路の戦略的更新【600km、881億円】

・ライフラインシステムの機能強化【34km、236億円】
・都市整備関連事業【34km、38億円】

＜管路更新の基本方針＞

・鋳鉄管を離脱防止型継手のダクタイル鋳鉄管・及び鋼管に更新【年間６０kmペース】

・病院や収容避難所等の防災上の重要施設に至るルートを優先的に更新

第６次配水管整備事業

大阪市 府域全体

管路の耐震化率 17.8% 13.0%

基幹管路の耐震化率 28.9% 25.1%

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管・鋼管率 87.1% 77.1%

経年化管路率 31.4% 18.7%

出典：水道統計（H21）より

（参考）大阪市と府域全体との比較
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大阪市水道局職員数の削減

2,246人（60）

業務の効率化、委託化、技能職から事務・技術職への転任により、退
職不補充、採用凍結を行い職員数を削減している。

1,836人(36)

▲18%

▲19%

1,485人(32)

（人）

▲20％

▲26％

注）カッコ内は
工水の人数で
内数。

なお、大阪市水道事業中期経営計画（平成２３～２７年度）では、今後５年間で
２００人以上の削減をおこなうこととしている。



パターン１ パターン２ パターン３

大阪市水道事業会計を用水供給事業会計と水道事業会計とに区分する必要がある（施設・人員等）。

水道
事業

（大阪市域）

用水供給事業
（大阪市域外）

用水供給
事業

（大阪市域）

用水供給事業
（大阪市域外）

水道事業
（大阪市域）

用水供給事業
（大阪市域） （大阪市域外）

水道事業
（大阪市域）

パターン４ パターン５

大阪市水道事業会計を用水供給事業会計と水道事業会計とに区分する必要がある（施設・人員等）。

用水供給事業
（大阪市域） （大阪市域外）

会計パターン
統合後の施設整備計画等を踏まえ、事業費の動向や、施設の統廃合に伴う
特別損失等も含めて、パターンごとに精査し、最適な会計の在り方を検討します。
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